
　議案第２８号

　（総則）

第１条　令和７年度藤岡市水道事業会計の補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和７年度藤岡市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり

　補正する。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　第１款　水 道 事 業 収 益 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 収 益 千円 千円 千円

　　第２項　営 業 外 収 益 千円 千円 千円

　第１款　水 道 事 業 費 用 千円 千円 千円

　　第１項　営 業 費 用 千円 千円 千円

　　第２項　営 業 外 費 用 千円 千円 千円

令和７年度藤岡市水道事業会計補正予算（第４号）

（補正予定額） （計）

収　　　　　　入

１,４８２,３５０ ２２,５４４ １,５０４,８９４

１,２１１,３６２ １１,２７５ １,２２２,６３７

２７０,９８６ １１,２６９ ２８２,２５５

支　　　　　　出

１,３７０,８１１ ３５,３２１ １,４０６,１３２

１,２８６,８４９ ３６,０３０ １,３２２,８７９

６３,３６１ △７０９ ６２,６５２



　（資本的収入及び支出）

第３条　予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額８９５，０２６千円は、当年度分消費税及び地

　方消費税資本的収支調整額７１，６６０千円、過年度分損益勘定留保資金８２３，３６６千円」を「資本的収入額が資本的支出

　額に対し不足する額９４９，３２６千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７１，１１２千円、過年度分損益

　勘定留保資金８７８，２１４千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　第１款　資 本 的 収 入 千円 千円 千円

　　第１項　企 業 債 千円 千円 千円

　　第２項　負 担 金 千円 千円 千円

　第１款　資 本 的 支 出 千円 千円 千円

　　第１項　建 設 改 良 費 千円 千円 千円

（補正予定額） （計）

収　　　　　　入

１,０９２,４６９ △５５,０４５ １,０３７,４２４

１,０８７,５００ △５４,３００ １,０３３,２００

４,９６９ △７４５ ４,２２４

支　　　　　　出

１,９８７,４９５ △７４５ １,９８６,７５０

１,５７５,８０９ △７４５ １,５７５,０６４



　（企業債）

第４条　予算第５条に定めた起債の変更は、次のとおりとする。

１．変　更

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第５条　予算第８条に定めた経費の金額を次のとおり改める。

（科　　　目） 　（既決予定額）

　（１）職 員 給 与 費 千円 千円 千円

　　令和８年２月２７日提出

　　令和８年２月２７日可決

藤岡市長　　新　井　雅　博　　

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

限 度 額 起債の方法 利　率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利　率 償還の方法

（補正予定額） （計）

１７９,５８３ １１,７４６ １９１,３２９

起債の目的

上の山浄水場更
新事業

６３９，５００千円
証書借入　　　　　

又は　　　　　　　
証券発行

　年５．０％以内
　（ただし、利率
見直し方式で借り
入れる政府資金・
地方公共団体金融
機構及び銀行その
他の資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率。）

　政府資金について
は、その融資条件に
より、銀行その他の
場合には、その債権
者と協定するものに
よる。
　ただし企業財政の
都合により据置期間
及び償還期限の短
縮、若しくは繰上償
還又は低利に借換す
ることができる。

５８５，２００千円 補正前に同じ補正前に同じ補正前に同じ



　収　　入 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 水道事業収益 1,482,350 22,544 1,504,894

１ 営業収益 1,211,362 11,275 1,222,637

３ 加入金 18,260 11,275 29,535

２ 営業外収益 270,986 11,269 282,255

２ 賃貸料 18,538 1,989 20,527

３ 負担金 19,054 286 19,340

４ 消費税及び地方消費税還付金 64,118 7,859 71,977

５ 長期前受金戻入 95,995 1,135 97,130

　支　　出 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 水道事業費用 1,370,811 35,321 1,406,132

１ 営業費用 1,286,849 36,030 1,322,879

１ 原水及び浄水費 336,917 18,863 355,780

２ 配水及び給水費 182,081 601 182,682

３ 受託給水工事費 44,550 270 44,820

５ 総係費 78,582 10,580 89,162

６ 減価償却費 541,641 2,138 543,779

７ 資産減耗費 23,809 3,578 27,387

２ 営業外費用 63,361 △ 709 62,652

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 63,361 △ 1,093 62,268

２ 雑支出 0 384 384

令和７年度藤岡市水道事業会計予算実施計画

（収益的収入及び支出）

款 項 目

款 項 目



　収　　入 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 資本的収入 1,092,469 △ 55,045 1,037,424

１ 企業債 1,087,500 △ 54,300 1,033,200

１ 企業債 1,087,500 △ 54,300 1,033,200

２ 負担金 4,969 △ 745 4,224

１ 一般会計負担金 1,089 1,255 2,344

２ 工事負担金 3,880 △ 2,000 1,880

　支　　出 　　　　　　（単位　千円）

既決予定額 補正予定額 計

１ 資本的支出 1,987,495 △ 745 1,986,750

１ 建設改良費 1,575,809 △ 745 1,575,064

３ 負担工事費 4,969 △ 745 4,224

（資本的収入及び支出）

款 項 目

款 項 目



１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）当期純利益　（△は純損失）
　（２）減価償却費
　（３）固定資産除却費
　（４）貸倒引当金の増減額　（△は減少）
　（５）長期前受金戻入額
　（６）引当金の増減額　（△は減少）
　（７）受取利息及び受取配当金
　（８）支払利息
　（９）未収金の増減額　（△は増加）
　（10）たな卸資産の増減額　（△は増加）
　（11）その他流動資産の増減額　（△は増加）
　（12）未払金の増減額　（△は減少）
　（13）前受金の増減額　（△は減少）
　（14）その他流動負債の増減額　（△は減少）
　　　　小計
　（15）利息及び配当金の受取額
　（16）利息の支払額
　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　（１）有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出
　（２）有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入
　（３）他会計負担金による収入
　（４）国庫補助金等による収入
　（５）国庫補助金等返還による支出
　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　（１）建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　（２）建設改良費等の財源に充てるための企業債償還による支出
　（３）他会計からの出資による収入
　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　資金増加額（又は減少額）
　　　資金期首残高
　　　資金期末残高

令和７年度藤岡市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位　円）

△ 25,761,363
543,779,000
27,087,000

△ 3,399,193
△ 97,130,000

13,800,212
△ 1,000,000

62,268,000
26,133,568

△ 15,383,819
0

△ 32,511,061
0

△ 12,700,870
485,181,474

1,000,000
△ 62,268,000

423,913,474

△ 1,431,973,913
0

4,224,000
0
0

△ 1,427,749,913

1,033,200,000
△ 381,686,000

0
651,514,000

△ 352,322,439
1,254,183,906

901,861,467



１　固 定 資 産
（１）　有 形 固 定 資 産
　　　イ　土　　　地
　　　ロ　建　　　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ハ　構　築　物
　　　　　減価償却累計額
　　　ニ　機械及び装置
　　　　　減価償却累計額
　　　ホ　量　水　器
　　　　　減価償却累計額
　　　ヘ　車両運搬具
　　　　　減価償却累計額
　　　ト　工具、器具及び備品
　　　　　減価償却累計額
　　　チ　建設仮勘定

　　　　有 形 固 定 資 産 合 計

（２）　無 形 固 定 資 産
　　　イ　ダム使用権

　　　　無 形 固 定 資 産 合 計

　　　　固 定 資 産 合 計

令和７年度藤岡市水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

（単位　円）
資　　産　　の　　部

403,394,392
682,183,449

△ 456,910,441 225,273,008
20,034,648,554

△ 9,741,706,119 10,292,942,435
5,826,354,015

△ 3,669,463,874 2,156,890,141
94,666,482

△ 58,897,863 35,768,619
34,808,946

△ 22,858,356 11,950,590
62,008,381

△ 49,537,341 12,471,040
191,085,456

13,329,775,681

2,694,451,484

2,694,451,484

16,024,227,165



２　流 動 資 産
（１）　現 金 ・ 預 金

（２）　未 収 金
　　　イ　営 業 未 収 金
　　　ロ　営 業 外 未 収 金
　　　ハ　そ の 他 未 収 金
　　　　貸 倒 引 当 金

（３）　貯 蔵 品
　　　イ　材　　　料
　　　ロ　貯 蔵 量 水 器

　　　　流 動 資 産 合 計

　　　　資 産 合 計

901,861,467

70,341,448
72,162,505

0
△ 289,000 142,214,953

23,839,110
2,359,760 26,198,870

1,070,275,290

17,094,502,455



３　固 定 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　引 当 金
　　　イ　退 職 給 付 引 当 金
　　　ロ　修 繕 引 当 金
　　　　引 当 金 合 計

　　　　固 定 負 債 合 計

４　流 動 負 債
（１）　企 業 債
　　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債
　　　　企 業 債 合 計

（２）　未 払 金
　　　イ　営 業 未 払 金
　　　ロ　そ の 他 未 払 金
　　　ハ　未払消費税及び地方消費税

（３）　引 当 金
　　　イ　賞 与 引 当 金
　　　ロ　法定福利費引当金
　　　　引 当 金 合 計

（４）　そ の 他 流 動 負 債
　　　イ　預 り 金

　　　　流 動 負 債 合 計

負　　債　　の　　部

4,632,991,195
4,632,991,195

63,585,000
38,589,299

102,174,299

4,735,165,494

349,160,569
349,160,569

13,359,935
0
0 13,359,935

12,670,000
2,511,000

15,181,000

11,318,090 11,318,090

389,019,594



５　繰 延 収 益
　　　　長 期 前 受 金
　　　　収 益 化 累 計 額
　　　　繰 延 収 益 合 計

　　　　負 債 合 計

６　資 本 金
　　　　資 本 金

７　剰 余 金
（１）　資 本 剰 余 金
　　　イ　受 贈 財 産 評 価 額
　　　ロ　工 事 負 担 金
　　　ハ　国 県 補 助 金
　　　ニ　他 会 計 負 担 金
　　　ホ　他 会 計 補 助 金
　　　　資 本 剰 余 金 合 計

（２）　利 益 剰 余 金
　　　イ　減 債 積 立 金
　　　ロ　当年度未処分利益剰余金
　　　　利 益 剰 余 金 合 計

　　　　剰 余 金 合 計

　　　　資 本 合 計

　　　　負 債 資 本 合 計

4,712,552,511
△ 1,964,103,799

2,748,448,712

7,872,633,800

資　　本　　の　　部

8,818,498,609

97,919,506
139,303,067
14,686,315
19,172,821
12,073,079

283,154,788

0
120,215,258

120,215,258

403,370,046

9,221,868,655

17,094,502,455



　注記

Ⅰ．重要な会計方針
　平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用し、財務諸表等を作成している。
　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　たな卸資産（貯蔵品）　　　　　　先入先出法による原価法によっている。
　２　固定資産の減価償却の方法
　（１）　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物　　　　　　　　　　　２０～５０年
　　　　　　構築物　　　　　　　　　　１０～６０年
　　　　　　機械及び装置　　　　　　　　６～２０年
　　　　　　器具及び備品　　　　　　　　２～１５年
　（２）　無形固定資産
　　　　・減価償却の方法　　　　　　　定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　ダム使用権　　　　　　　　　　　５５年
　３　引当金の計上方法
　（１）　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額（簡便法により算出）に相当する金額を計上している。
　　　　なお、一般会計が負担すると見込まれる金額８０，７２５千円は除く。
　（２）　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月
　　　までの４ヶ月分）を計上している。
　（３）　法定福利費引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額
　　　（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上している。
　（４）　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。
　４　消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
　　　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。



Ⅱ．予定貸借対照表等関連
　１　担保に供している資産及びこれに対応する債務はなし。
　２　企業債の償還に係る他会計の負担はなし。
　３　重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項はなし。

Ⅲ．リース契約により使用する固定資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

Ⅳ．その他の注記
　１　引当金の取崩し
　（１）　賞与引当金の取崩し
　　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として３４，４３７千円を支給することとなったため、賞与引当金１０，９３４千円を取
　　　り崩した。
　（２）　法定福利費引当金の取崩し
　　　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として６，７８８千円を支給することとなったため、法定福利費引当金
　　　２，１４９千円を取り崩した。
　（３）　貸倒引当金の取崩し
　　　　令和７年度において、債権の不納欠損による損失２８１千円に充てることとなったため、貸倒引当金２８１千円を取り崩した。
　２　新会計基準移行に係る経過措置
　（１）　修繕引当金に関する経過措置
　　　　平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。
　（２）　みなし償却制度の廃止に伴う経過措置
　　　　平成２６年３月３１日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で、現に資本剰余金として整理している額については、
　　　平成２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金との対応関係を個別的に把握できる資産を除いた
　　　すべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的
　　　に整理している。


